
 

貸借対照表 
（平成２９年３月３１日現在） 

 （単位：円） 

資 産 の 部        負 債 の 部 

流 動 資 産 378,833,698 流 動 負 債 146,815,113
現 金 預 金 182,752,197 支 払 手 形 11,002,862
受 取 手 形 8,059,014 電 子 記 録 債 務 14,523,164
電 子 記 録 債 権 3,558,708 買     掛     金 6,507,559
売 掛 金 74,890,092 １年内長期借入金 47,963,000
商 品 687,994 1年内償還予定社債 30,000,000
製 品 34,259,060 未 払 金 2,288,772
仕 掛 品 31,957,184 リ ー ス 債 務 8,951,256
原 材 料 16,925,831 未 払 費 用 67,967
繰 延 税 金 資 産 19,709,339 未 払 法 人 税 等 386,000
そ の 他 6,684,279 そ の 他 25,124,533

貸 倒 引 当 金 △650,000 固 定 負 債 375,347,041

固 定 資 産 273,689,814 長 期 借 入 金 241,115,000

有 形 固 定 資 産 191,178,444 社        債 90,000,000

建            物 32,287,235 退 職 給 付 引 当 金 19,973,423

建 物 附 属 設 備 20,918,877 リ ー ス 債 務 24,258,618

構 築 物 33,228,684  

機   械   装   置 59,168,706  

車 両 運 搬 具 2,079,573 負 債 合 計 522,162,154

工 具 器 具 備 品 34,704,288

土        地 8,791,081

無 形 固 定 資 産 1,456,619 純資産の部 

電 話 加 入 権 862,500 株 主 資 本 

特 許 権 370,500 資 本 金 20,000,000

ソ フ ト ウ エ ア 122,667 利 益 剰 余 金 

そ の 他 100,952 繰越利益剰余金 110,361,358

投資その他の資産 81,054,751  

関係会社長期貸付金 65,450,000  

繰 延 税 金 資 産 4,282,019  

長 期 前 払 費 用 10,125,552
そ     の     他 1,197,180 純 資 産 合 計 130,361,358

資 産 合 計 652,523,512 負債・純資産合計 652,523,512

 

 

 

 

 

 

 

 



個 別 注 記 表 
 
重要な会計方針に係る事項 
１．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しております。 
２．棚卸資産の評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 
  （１）有形固定資産 
      法人税法の規定による定率法 
      但し、平成１０年４月１日以降取得した建物については定額法によっております。 

（会計方針の変更） 
     （平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 
      法人税法の改正に従い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）を当事業年度
から適用し、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減
価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

  （２）無形固定資産（ソフトウエア） 
      社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 
  （３）リース資産 
      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
４．引当金の計上基準 
  （１）貸倒引当金 
      一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 
  （２）賞与引当金 
      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 
  （３）退職給付引当金 
      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（期末自己

都合要支給額とする簡便法）の見込額に基づき、当期末において発生していると
認められる額を計上しております。 

５．消費税の会計処理 
   税抜方式を採用しております。 
 
貸借対照表注記事項 
１．有形固定資産の減価償却累計額              ７２８，３３０，２９０円 
２．担保に供している資産 
   土地                           ８，７９１，０８１円 
   建物                          ３２，２８７，２３５円 
   合計                          ４１，０７８，３１６円 
  上記に係る債務 
   長期借入金                      ２８９，０７８，０００円 
３．仮払消費税等及び仮受消費税等 
   中間会計期間に発生した仮払消費税等と仮受消費税等とは相殺し、未収消費税等として

表示しております。 


